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学校における対策について （仮訳＊） 
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WHO は本日、新型インフルエンザ H1N1 のインパクトを小さくするために学校に

おいて講じることが可能な対策についてのアドバイスを発表した。当提案は、いく

つかの国々での最近の経験、また、学校臨時休業の保健・経済・社会的波及につい

ての研究をふまえて作成されたものである。これらの研究は、新型インフルエンザ

についての数理モデルのための非公式ネットワークのメンバーにより行われた。 

 

現時点までの経験により、学校は、学校内及びその地域における新型インフルエン

ザウイルス伝搬を増幅する役割があることが示されている。学校における流行は、

明らかに、現在の新型インフルエンザ流行の重要な構成要素であるが、ウイルス伝

搬のための様々な機会を提供する場である学校において、いかなる単一の対策も、

感染の阻止や抑制することはできない。 

 

WHO は、地域における疫学的状況、利用可能な資源、多くの学校が担う社会的役

割に適合可能な、幅広い対策の使用を推奨している。これらの対策について、また、

これらがどのように適合され、実施されるべきかについては、国及び地域の当局が、

最適な判断者である。 

 

WHO は引き続き、体調不良を訴える生徒・教師・その他の職員の自宅待機を勧め

る。在校中に体調不良となった生徒や職員は隔離されるべきであり、そのための場

所が確保されるべきである。 

 

学校では、手洗いや咳エチケットが奨励されるべきであり、適切な物資が貯蓄され

るべきである。適切な清掃及び換気、また、人の密集する機会を減らすための措置

が勧奨される。 

 

【学校閉鎖及び学級閉鎖】 

新型インフルエンザの流行中、学校が閉鎖されるべきか否か、また、いつ閉鎖され

るべきかといった判断は、複雑であり、また、状況により非常に異なるものである。

WHO は、全ての状況に適用可能な具体的勧告を、学校臨時休業を推奨する、また

は、学校臨時休業に反対する、いずれの立場でも出すことはできない。しかしなが

ら、北・南半球のいくつかの国々における最近の経験、数理モデル、季節性インフ

別紙 ３ 



＊ 正確な理解のため、原文も参照されることをお勧めします。 
http://www.who.int/csr/disease/swineflu/notes/h1n1_school_measures_20090911/en/index.html 

ルエンザ流行の経験から、いくつかの一般的原則を導くことができる。 

 

学校臨時休業は、学校における伝搬及びより広い地域への流行拡大を抑制すること

を目的とした、事前措置(proactive measure)として実施されうる。また、生徒及び職

員の欠席数が多くなり、実際上授業を続けられないために、学校閉鎖や学級閉鎖が

行われる場合、それは、事後措置(reactive measure)である。 

 

事前措置としての学校臨時休業の保健上の利益は、ある地域での（新型インフルエ

ンザ）流行拡大を遅らせ、もって、感染のピークを低くすることによる。特に、新

型インフルエンザピーク時に多くの人が診療を求めることで、医療側受け入れ体制

が目一杯になり破綻する恐れがある中、この利益は重要である。また、学校臨時休

業は、流行拡大を遅らせることにより、時間を稼ぐことを可能にし、その間に、国

は、準備対策を強化し、ワクチン・抗ウイルス薬・その他の物資供給を確保するこ

とができる。 

 

学校臨時休業のタイミングは、とても重要である。数理モデル研究によれば、学校

臨時休業は、流行の非常に早い段階で ― 理想的には、人口の１％が罹患する前

に ― 講じられた場合、最も効果的であると考えられる。理想的想定の下では、

学校臨時休業は、新型インフルエンザピーク時において、ヘルスケアの需要を 30

～50％減らすことが可能である。しかしながら、学校臨時休業のタイミングが、地

域に拡がる流行の経過に照らして、遅すぎた場合、伝搬抑制効果は非常に限定的な

ものとなる可能性が高い。 

 

学校臨時休業に関する方針には、学校外での生徒間の接触を制限する対策も含まれ

る必要がある。もし、生徒が学校以外の場で集まるのであれば、生徒によるウイル

ス伝搬は続き、学校臨時休業の利益は、無くなるとは言わないまでも、非常に小さ

くなるであろう。 

 

【経済的・社会的コスト】 

保健担当者及び学校当局は、（学校臨時休業の）判断をする際、これらの考え得る

利益と比較して、不釣り合いな程高い、経済的・社会的コストがかかる可能性を考

慮する必要がある。 

 

経済的コスト高騰は、主に、働く親や保護者が、子供の面倒を見るために自宅に留

まらなくてはならないという理由で欠勤することによる。研究によれば、学校臨時

休業のために、通常レベルの欠勤及び疾患による欠勤に加えて、労働人口の 16％
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が欠勤となると推定される。しかしながら、こういった推定は、労働人口構成とい

った、いくつかの要因に依存し、国によって、かなり異なるであろう。 

 

逆説的であるが、学校臨時休業は、（新型インフルエンザ）ピーク時の保健医療シ

ステムへの需要を低減することができるが、一方で、医師・看護師も学童の親であ

ることから、学校臨時休業はまた、必須な医療提供を阻害しうる。 

 

判断をする際には、社会福祉的問題も考慮する必要がある。食事提供といった、非

常に有益な学校をベースとした社会的プログラムが中断される、もしくは、小さい

子供が食事もなく自宅に残されるということになれば、児童の健康・福利が損なわ

れる可能性がある。 

 


